
ⅠⅠ 追手門学院大学の概要追手門学院大学の概要

所在：大阪府茨木市所在：大阪府茨木市

11．．19661966年年44月開学、月開学、22学部学部44学科（経済学部、文学部）学科（経済学部、文学部）

20162016年に創立年に創立5050周年を迎える。周年を迎える。

22．現在は、．現在は、55学部学部88学科。学科。
経済学部：経済学部： 経済学科、ヒューマンエコノミー学科経済学科、ヒューマンエコノミー学科

経営学部：経営学部： 経営学科、マーケティング学科経営学科、マーケティング学科

心理学部：心理学部： 心理学科心理学科

社会学部：社会学部： 社会学科社会学科

国際教養学部：国際教養学部： アジア学科、英語コミュニケーション学科アジア学科、英語コミュニケーション学科

33．学生数は．学生数は 6,2786,278人、大学院生数人、大学院生数 7979人、専任教員人、専任教員 150150人人
（（20122012年年55月月11日現在）日現在）



ⅡⅡ 紀要公開への道のり紀要公開への道のり

11．．20082008年度、図書館委員会で紀要の電子公開への働きかけ年度、図書館委員会で紀要の電子公開への働きかけ

22．．20092009年度、国際教養学部アジア学科年度、国際教養学部アジア学科『『アジア学科年報アジア学科年報』』、、

経済学会経済学会『『経済論集経済論集』』ののCiNiiCiNiiへの登録・公開を決定への登録・公開を決定

→電子公開へのスタート→電子公開へのスタート

33．．20102010年度、徐々に電子公開が広がる年度、徐々に電子公開が広がる

社会学部社会学部『『社会学部紀要社会学部紀要』』、経営学会、経営学会『『経営論集経営論集』』

国際教養学部国際教養学部『『国際教養学部紀要国際教養学部紀要』』



ⅢⅢ 遡及電子化計画と遡及電子化計画とCSICSI委託事業委託事業

11．将来の電子公開のため、．将来の電子公開のため、20092009年度から退職教員に紀要論文年度から退職教員に紀要論文
の電子公開許諾依頼を開始の電子公開許諾依頼を開始

22．．20092009年度、国際教養学部アジア学科刊行済紀要の電子化年度、国際教養学部アジア学科刊行済紀要の電子化

『『東洋文化学科年報東洋文化学科年報』『』『アジア文化学科年報アジア文化学科年報』『』『アジア観光学年報アジア観光学年報』』創刊～最新号創刊～最新号

33．．20102010年度、次年度新規事業として刊行済み紀要論文の遡及年度、次年度新規事業として刊行済み紀要論文の遡及
PDFPDF化（継続事業）を全学部に提案・了承化（継続事業）を全学部に提案・了承
→紀要論文の遡及電子化開始→紀要論文の遡及電子化開始

44．．20112011年度、「平成年度、「平成2323年度年度CSICSI委託事業委託事業（コンテンツ系）（コンテンツ系）申請・採択申請・採択
事業内容：事業内容： 紀要電子化、メタデータ作成、紀要電子化、メタデータ作成、CiNiiCiNiiへの登録への登録

『『経済論集経済論集』『』『経営論集経営論集』『』『人間学部紀要人間学部紀要』『』『文学部紀要文学部紀要』』 直近直近1010ヵ年分の刊行物ヵ年分の刊行物

計計114114冊（冊（21,86721,867ページ、ページ、1,6881,688件）の電子化、著作者から電子公開の許諾を得た件）の電子化、著作者から電子公開の許諾を得た
著作物の著作物のCiNiiCiNii登録実施登録実施



ⅣⅣ 機関リポジトリ構築のこれから機関リポジトリ構築のこれから

11．名称：．名称： 「追手門学院大学機関リポジトリ」「追手門学院大学機関リポジトリ」
リポジトリ・ソフト：リポジトリ・ソフト： InfoLibInfoLib--DBRDBR ３３DBDB版版 （（InfoComInfoCom社）社）

22．．20112011年年88月、月、『『研究成果公開のための機関リポジトリ研究成果公開のための機関リポジトリ』』研修会研修会

「近畿における機関リポジトリコミュニティ形成の支援」（「近畿における機関リポジトリコミュニティ形成の支援」（CSICSI委託事業委託事業 領域領域33））

本学を会場に開催。教員や研究支援担当部署からも参加本学を会場に開催。教員や研究支援担当部署からも参加

33．．20122012年年22月、「追手門学院大学機関リポジトリ管理・運用規程」月、「追手門学院大学機関リポジトリ管理・運用規程」

制定制定
44．．20122012年年66月、テスト公開（予定）月、テスト公開（予定）
テスト公開後の課題：テスト公開後の課題： 刊行済紀要の電子化（継続実施）、刊行済紀要の電子化（継続実施）、

学内連携具体化（研究者総覧との連携）、紀要論文以外の学内連携具体化（研究者総覧との連携）、紀要論文以外の
学術論文の収集・公開学術論文の収集・公開


